
 京都市市税条例施行細則等の一部を改正する規則を公布する。 

  令和３年３月３１日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市規則第   号 

   京都市市税条例施行細則等の一部を改正する規則 

（京都市市税条例施行細則の一部改正） 

第１条 京都市市税条例施行細則の一部を次のように改正する。 

様式第４号の３注以外の部分，様式第６号の２，様式第６号の３，様式第８号１及び

２，様式第９号の２注以外の部分，様式第９号の４，様式第９号の５，様式第１１号の

２，様式第１２号注以外の部分及び様式第１６号注以外の部分中「㊞」を削る。 

様式第２０号中「氏 名
ふりがな

・印」を「氏 名
ふりがな

」に改める。 

様式第２３号中「㊞」及び 本人の印 □ を削る。 

  様式第２５号，様式第２６号，様式第２６号の３，様式第３１号の２備考以外の部分，

様式第３１号の３ １注以外の部分，同様式２注以外の部分，同様式３注以外の部分，

同様式４注以外の部分，同様式５注以外の部分，同様式６注以外の部分，様式第３１号

の４注以外の部分，様式第３１号の５注以外の部分，様式第３１号の６注以外の部分，

様式第３１号の７，様式第３１号の８注以外の部分，様式第３１号の９ １注以外の部

分，同様式２注以外の部分，同様式３注以外の部分，同様式４注以外の部分，様式第３

１号の１０注及び備考以外の部分，様式第３１号の１１注以外の部分，様式第３８号注

以外の部分，様式第３９号，様式第４０号，様式第４１号注以外の部分，様式第４３号，

様式第４７号注以外の部分，様式第４７号の３注以外の部分，様式第４８号注以外の部

分及び様式第４９号注以外の部分中「㊞」を削る。 

（京都市住宅用家屋証明事務取扱規則の一部改正） 

第２条 京都市住宅用家屋証明事務取扱規則の一部を次のように改正する。 

  第１号様式注以外の部分中「㊞」を削る。 

（京都市宿泊税条例施行規則の一部改正） 

第３条 京都市宿泊税条例施行規則の一部を次のように改正する。 

  第７条の表旅館業・住宅宿泊事業経営申告書の項中「旅館業・住宅宿泊事業経営申告

書」を「宿泊税に係る旅館業・住宅宿泊事業経営申告書」に改める。 

第１号様式備考以外の部分中 

「 
 」 

１２０



 

指 定 番 号 
宿 泊 税 特 別 徴 収 義 務 者 指 定 通 知 書  

 

   
」 

 を 

「   

 

 
宿 泊 税 特 別 徴 収 義 務 者 指 定 通 知 書  

  
」 

 に， 

「     

 
特別徴収義務者 

住所又は所在地  
  

 氏 名 又 は 名 称  

    
」 

 を 

「     

 

特別徴収義務者 

住所又は所在地  

 

 氏 名 又 は 名 称  

 指 定 日 年 月 日  

 指 定 番 号  

    」 

 に改める。 

               「    

  第２号様式注以外の部分中  
旅 館 業 

経営申告書  を 
住宅宿泊事業 

   」 

「    

 
宿泊税に係る 

旅 館 業 
経営申告書 に改め，「㊞」を削り，「を開始する 

 住宅宿泊事業 

   」  

 ので」を「について」に， 

 

「 



「   
 □開始 □変更 □廃止 □その他（    ）  を 

  
」 

「   
 □開始 □変更 □休止 □再開 □廃止 □その他（    ）  に， 

 
 

 」 

「   
 

施 設 の 概 要 

宿 泊 定 員 人 

  部 屋 数 室 

 宿 泊 料 金 円 

 旅館業法による営業許可日又は

住宅宿泊事業法による届出日 
年 月 日  

 

 
住宅宿泊仲介業者の利用の有無 

□有 □無 

（住宅宿泊仲介事業者の名称） 

  」 

 を 

「   
 

施 設 の 概 要 
宿 泊 定 員 人 

 
 部 屋 数 室 

 旅館業の

許可又は

住宅宿泊

事業法の

届出等 

旅館業法による営業

許可日又は住宅宿泊

事業法による届出日 

年 月 日  

 

 許可番号又は届出番

号 

 

 電 子 申 請 の 希 望  □希望する □希望しない 

  」 

 に改め，同様式注２を次のように改める。 

２ 開始を申告する場合には，この申告書に，旅館業法による許可証又は住宅宿泊事

業法による届出番号通知書の写しを添付してください。 

  第３号様式注以外の部分中「㊞」を削り， 

 

 



「     
 

変更前の納税管

理人 

住所（法人にあっては，

事務所の所在地） 

 

  氏名（法人にあっては，

名称及び代表者名） 

 

電話  －   

 理 由  

 上記の納税義務者の納税管理人となることを承諾しました。 

年  月  日 

納税管理人の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

㊞  

 

                     」 

 を 

「     

 

変更前の納税管

理人 

住所（法人にあっては，

事務所の所在地） 

 

 

 氏名（法人にあっては，

名称及び代表者名） 

 

電話  －   

 
宿 泊 施 設 

所 在 地  

 名 称  

 理 由  

    」 

 に改める。 

  第４号様式注以外の部分中 

「    
 申告者の住所（法人にあっては，

主たる事務所の所在地） 

申告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表

者名） 

 ㊞  

電話  －    

 

個人番号又

は法人番号 

             
 

   」 

 を 



「    

 申告者の住所（法人にあっては，

主たる事務所の所在地） 

申告者の氏名（法人にあっては，名称及び代表

者名） 

 

電話  －    

 

 （ふりがな） 個人番号又

は法人番号 

          

 

    

 担当者氏名  

   」 

 に改める。 

第６号様式注以外の部分中「㊞」を削り， 

「     
 

承認を受けようと

する宿泊施設 

所 在 地  

 

 名 称  

 経営開始年月日  

 
特例の適用を受けようとする税額 

年  月分（  月末日納期分）以

後の税額 

    」 

 を 

「     
 承認を受けようと

する宿泊施設 

所 在 地  

  名 称  

 特例の適用の開始を希望する時期 年  月分以降 

    」 

 に改め，同様式注２を削り，同注１を同注とする。 

  第７号様式備考以外の部分中「（指定番号）」を削り， 

「     
 承認の取消しに

係る宿泊施設 

所 在 地  

 
 名 称  

 特例の適用を受けないことと

なる税額 

年  月分（  月末日納期分）以後の税

額 

    」 

 を 



 

「     
 

承認の取消しに

係る宿泊施設 

所 在 地  

 
 名 称  

 指 定 番 号  

 承 認 を 取 り 消 す 時 期 年  月分以降 

    」 

 に改める。 

  第９号様式注以外の部分中「㊞」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は，市長が認めるものに限り，当分の間，これを使用すること

ができる。 

（行財政局税務部税制課） 


